
資料５

地方議会議員年金制度を廃止した場合地方議会議員年金制度を廃止した場合
の課題について



地方議会議員年金と（旧）国会議員年金との比較

○地方議会議員年金は、廃止された（旧）国会議員年金とは、基本的な考え方、制度、実態において様々に異なっており、
どのように考えるべきか。

地方議会議員年金 （旧）国会議員年金

基本的考え方 公的な互助年金 退職金（国会法第36条）

運営方式
社会保険方式
（会員の掛金等による運営）

恩給方式
（国費による運営）

都道府県 約４２％
公費負担率

都道府県：約４２％
市・町村：約４０％（激変緩和を加えると、約４７％）

約７０％

公的年金との
重複調整

被用者年金との重複期間は、
年金額を４０％（公費相当）をカット

なし
重複調整 年金額を４０％（公費相当）をカット

平均年金額

約９５万円 （平成１９年度決算）
都道府県：195万円
市 ：103万円

約４４３万円（平成１７年度決算）

町村 ： 68万円

年金算定式
平均報酬年額×
{35/150＋0.7/150×（在職年数－12年）}

歳費年額×
{50/150＋1/150×（在職年数－10年）}

掛金率
標準報酬月額×

都道府県 １３／１００
市町村 １６／１００

歳費月額×１０／１００
（国庫納付金）

期末手当×
特別掛金率

期末手当×
都道府県 ２／１００
市町村 ７．５／１００

期末手当×０．５／１００
（国庫納付金）

2



参考

【平成１８年４月１日 国会議員互助年金法の廃止】

国会議員互助年金を廃止する法律の概要

在職１０年以上
２７６人 平

成
納
付

○納付金の総額の８割を退職時に給付
又は
○退職後 廃止前（平成18年3月時点）の法律による年金額の１５％削

【平成１８年４月１日 国会議員互助年金法の廃止】

現
職
議
員

２７６人

在職１０年未満

成
18
年
4
月
以

付
金
は
納
付
せ

○退職後、廃止前（平成18年3月時点）の法律による年金額の１５％削
減した年金を受給

在職１０年未満
４４６人

以
降

せ
ず○納付金の総額の８割を退職時に給付

過
去
在
職
通
算
１

Ｏ
Ｂ

若年停止者
２４人

○年金の支給継続
ただし、Ｈ６．１２以後の 退職者（基礎歳費月額１０３万円） 年金額の１０％削減

Ｈ２．７～Ｈ６．１１の退職者（基礎歳費月額９８．９万円） 年金額の ８％削減
Ｓ５９．４～Ｈ２．６の退職者（基礎歳費月額９６．９万円） 年金額の ７％削減
Ｓ５６ ４～５９ ３の退職者（基礎歳費月額８８万円） 年金額の ４％削減１

０
年
以
上
の
生
存

Ｂ
議
員

既受給者
５０１人

Ｓ５６．４～５９．３の退職者（基礎歳費月額８８万円） 年金額の ４％削減
Ｓ５６．３以前 の退職者（基礎歳費月額８４万円以下） 削減しない

○高額所得の受給者の年金の停止措置強化
年金と年金以外の所得との合計額が７００万円を超えるときは、当該超える額の２分の１

に相当する額の年金の支給を停止存
者

５０１人 に相当する額の年金の支給を停止
（年金停止額が年金の額を超える場合には、年金の支給は全額停止）

Ｏ
Ｂ遺 既受給者
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Ｂ
議
員

の
遺
族

既受給者
４０９人

○年金額を全額支給継続



地方議会議員年金を廃止する場合の課題

【課題１】年金給付の取扱い

・廃止する場合、これまで拠出してきた掛金の相当額は、返還する必要があるのではないか。その場
合の額はどの程度か合の額はどの程度か。

・既裁定者については憲法上の財産権の侵害の問題があることから、一定の年金額の支給が必要で
はないか。その場合の額はどの程度か。

【課題２】年金給付に要する費用の取扱い

（旧）国会議員年金は 恩給方式 ため 納付金による収入がなくな も 国費 給付が行われた・（旧）国会議員年金は、恩給方式のため、納付金による収入がなくなっても、国費で給付が行われた
が、地方議会議員年金では、掛金による収入がなくなった場合は想定されておらず、この場合の給
付に要する費用の負担については、明確に定められていないことから、廃止に伴う年金給付に要す
る費用は誰が負担をするのか。る費用は誰が負担をするのか。

・公費で行うとしても、大幅に増大する公費負担への理解が得られないのではないか。

・公費で行うとしても、どの地方公共団体が負担するのか。
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参考 地方議会議員年金制度を廃止した場合の財政負担額の試算

（試算の前提条件）
① 平成２２年度末をもって制度を廃止する。
② 現役の会員については 現行制度に基づいて廃止時点における在職期間に応じた給付金額を確定し 議員退職後 在職期間② 現役の会員については、現行制度に基づいて廃止時点における在職期間に応じた給付金額を確定し、議員退職後、在職期間
が１２年以上の者には年金を支給年齢に達したときから死亡するまで支給し、１２年未満の者には退職時に一時金を支給する。

③ 年金受給権を有する者が一時金の受給を選択した場合は、在職期間が８年を超え１２年に満たない者と同様の割合で一時金を
支給する。また、在職期間が３年未満の者に対する一時金は、在職期間が３年以上４年以下の者と同様の割合で支給する。

④ 制度廃止時点において既に年金受給者である既裁定者については、廃止時点の年金額を死亡するまで支給する。なお、退職
年金から転給した遺族年金を含める。

⑤ 計算基礎データ、報酬改定率、計算基礎率等の前提条件は「現行制度における収支概算表」と同様とし、収支概算表で用いた
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⑤ 計算基礎デ タ、報酬改定率、計算基礎率等の前提条件は 現行制度における収支概算表」と同様とし、収支概算表で用いた
運用利回りで割り引く。

出典：地方議会議員年金制度に関する研究会報告書（Ｈ２１．２） （地方議会議員年金制度に関する研究会）


